
廃炉協・技術検討会における質問の回答リスト

2022年5月24日 第1回廃炉安全監視協議会 資料 ４－１

東京電力ホールディングス株式会社



追加意見・コメントへのご回答

<No.4>

• ALPS処理水等の分析・濃度測定に使用する試料採取サンプリング設備の位置、構造、設計
上考慮した点について説明すること。

（第７，９回廃炉安全監視協議会）

1

<No.4 回答>

試料採取サンプリング設備（ラック）は、測定確認タンク（K4タンク）近傍の多核種除去
設備移送ポンプ建屋内に設置



追加意見・コメントへのご回答 2

サンプリングラックは採水対応Ｇの意見を取り入れ、採水量（分析量）に応じたシンクサイズにする
等、使い勝手に配慮したものを計画

図 サンプリングラック計画図
※計画中のため詳細寸法等は変更になる可能性があります

20Lのキュービテナー（採水容器）
も出し入れ可能なサイズの操作口と
している

大型のシンクサイズとしている



3追加意見・コメントへのご回答

MOMO

FCVFIT

FIT

循環ポンプ(B)

測定・確認用タンク（C群）

測定・確認用タンク（B群）

測定・確認用タンク（A群）

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

MOMO

攪拌機器

FCV

サンプリング
ラックへ

サンプリングラック
シンクより

循環ポンプ(A)

（２）
（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

（１）

採水ポイントを循環攪拌ラインからとすることで他作業工程のタンク群の水を採水してしまうリスク
を低減（他タンク群との隔離弁は閉となるようインターロックを採用）
採水作業にて発生した残水は循環・攪拌ラインに戻す構成とすることで残水をタンクに戻す手間を省
く構成



追加意見・コメントへのご回答

<No.5>

• 地震時のタンク滑動対策、連結弁の閉運用可否等を含めた地震時の影響防止を説明するこ
と。

（第７回廃炉安全監視協議会）（第６回技術検討会）

4

<No.5 回答>

測定・確認用タンク（現在のK4エリアタンクを流用）は、原子力規制委員会の「耐震設計
の考え方」（2021年7月7日）に基づき、耐震クラス分類は『Cクラス』が適当と考えてい
る。

測定・確認用タンクについて、K4タンク群（約35,000m3）の機能喪失を想定して、
直接線・スカイシャインによる公衆への放射線影響及びトリチウムの気中移行による
公衆への放射線影響を評価した結果、何れも50μSvを十分下回る

そのため、K4エリアの地震対応としては、以下の機動的対応を基本とする。

震度5弱以上の地震発生時、連結弁が開状態となっているタンクについて、優先的に
現場確認を行い、漏えいが確認された場合は速やかに連結弁を閉とする。

地震により耐震Cクラスのタンク等が損傷し、貯留水が敷地外へ著しく漏えいするこ
とを防止するために基礎外周堰を設置する。当該堰については耐震Bクラスとし、Bク
ラスの構築物に要求される水平方向設計震度に対して、必要な強度を確保する。

貯留水が漏えいし、基礎外周堰内に溜った場合には、仮設ポンプ・高圧吸引車等にて
漏えい水の回収を行う。回収した漏えい水は、健全なタンク・建屋に排水を行う。



追加意見・コメントへのご回答 5
2022年3月15日第6回
技術検討会資料抜粋



6追加意見・コメントへのご回答
2022年3月15日第6回
技術検討会資料抜粋



7追加意見・コメントへのご回答
2022年3月15日第6回
技術検討会資料抜粋



8追加意見・コメントへのご回答
2022年3月15日第6回
技術検討会資料抜粋



9

【機動的対応等】
震度5弱以上の地震発生時は、海洋放出を停止すると共に、測定・確認用タンク出口の電動
弁を閉とし、タンク水位による漏えい確認を実施する。更に、地震後、屋外の移送配管を含
む全ての設備の重点パトロールを行い、設備の異常の有無を確認する。
屋外に敷設される移送配管について、ポリエチレン管とポリエチレン管の接合部は融着構造
とすることで、漏えい発生防止を図る。また、ポリエチレン管は材料の可撓性により、耐震
性を確保する。

⇒ 2021年2月13日に発生した福島県沖を震源とする地震によって、福島第一原子力発電所
構内に敷設されているポリエチレン管の損傷は確認されていない。

移送配管の近傍に車道がある箇所は柵等を設置し、外的要因による設備の損傷を防止する。
移送配管は排水路から可能な限り離隔するとともに、排水路を跨ぐ箇所はボックス鋼内等に
配管を敷設し、ボックス鋼端部から排水路に漏えい水が直接流入しないように土のうを設け
る。

追加意見・コメントへのご回答
2022年3月15日第6回
技術検討会資料抜粋



追加意見・コメントへのご回答

<No.8>

• 「意図しない形でのＡＬＰＳ処理水の海洋放出」が発生した場合に、立坑、放出口での濃
度はどれぐらいになるのか説明すること。

（第４回技術検討会）

10

<No.8 回答>

「意図しない形でのALPS処理水の海洋放出」として、外部電源喪失を想定し、その際に、緊
急遮断弁-2が機能せず、緊急遮断弁-1が閉まるまでの時間においての漏えい量を約1.1m3と
評価



11追加意見・コメントへのご回答

<No.8 回答>

ALPS処理水希釈放出設備で放出するALPS処理水に含まれるトリチウム濃度を100万Bq/L未満
に制限する事、放水立坑（上流水槽）の容量が2000m3あることから、保守的に見積もったト
リチウム濃度は以下の通り

以上より、「意図しない形でのALPS処理水の海洋放出」により、放水立坑（上流水槽）での
トリチウム濃度は1500Bq/Lを超えるものの、トリチウムの告示濃度限度60000Bq/Lより十
分低く、環境への影響はない

【外部電源喪失前の放水立坑にあるトリチウム量】

1500Bq/L×2000m3=3×109Bq

【緊急遮断弁-1が閉するまでに放出されるトリチウム量】

100万Bq/L×1.1m3=1.1×109Bq

【外部電源喪失後の放水立坑におけるトリチウム濃度】

（3×109Bq＋1.1×109Bq）÷2000m3≒2100Bq/L



追加意見・コメントへのご回答

<No.10>

• トンネル発進立坑とトンネル、放水口とトンネル接合部のＦＥＭ解析結果について説明する
こと。

（第５回技術検討会）

12

<No.10 回答>

次頁以降に示す。



13

検討フローは以下の通り。

常時の検討 地震時の検討※3

安全性

耐久性

安全性

放水トンネルの安全性・耐久性・耐震性に問題なし

放水トンネルの安全性※1 ・耐久性※2・耐震性※３の検討

接続部の検討
(2次元FEM)

動水圧の検討

放水トンネル 構造検討フロー

※1 安全性：荷重の作用によって生じる材料の応力度が許容応力度以内であること。
※2 耐久性：設計供用期間中に、ひび割れや塩化物イオンの進入に伴う鋼材腐食により、構造物の性能が低下しないこと。
※3 耐震性：耐震Cクラスとし照査を行う。

詳細な2次元FEMによる
照査を実施した。

放水トンネルの耐震性評価（１）

第５回 福島県
原子力発電所安
全確保技術検討
会で説明済

第５回 福島県
原子力発電所安
全確保技術検討
会で説明済

追加意見・コメントへのご回答
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検討部位
荷重

ケース
対象材料 応力

作用応力度
（N/mm2）

許容応力度
（N/mm2）

作用応力度/
許容応力度

覆工板
(発進部)

常時 鉄筋 曲げモーメント 78 200 0.39

覆工板
(最深部)

常時 鉄筋 曲げモーメント 91 200 0.46

作用応力を許容応力と比較し、作用応力/許容応力が最大となる部位および荷重ケースの照査結果を
下表に示す。
常時荷重および地震時荷重に対して、許容応力度以内であること（作用応力/許容応力＜1）を確認。

覆工板(セグメント) 応力度照査の照査結果

荷重の組合せ
放水立坑（下流水槽）

放水トンネル

放水口

放水立坑
（下流水槽

）

放水トンネル

放水口

発進
部

最深
部

検討部位

検討荷重 常時
地震時※

(建設時)
地震時※

(供用時)

自重 〇 〇 〇

載荷荷重 〇 〇 〇

土圧 〇 〇 〇

内水圧(波浪含む) 〇 〇

外水圧(波浪含む) 〇 〇 〇

地震時慣性力 〇 〇

※地震時はトンネルが建設時と供用時に分けて照査を実施した。
（理由）
【建設時（空水時）】:内水圧が作用しないため、地震時の安全性で

は最も厳しい荷重条件となる。但し、建設中の空水時を想
定し照査を実施した。

【供用時（満水時）】:工事が完成した以降の満水時を想定し照査を
実施した。

今回加筆

到達
部

応力度照査の結果、耐力が確保されることを確認した。

放水トンネルの耐震性評価（２）

追加意見・コメントへのご回答
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発進部 断面力図(曲げモーメント)

各検討部位の応力度照査結果

検討部位

応力度照査
（作用/許容）

曲げ
モーメント

覆工板
(発進部)

0.39

覆工板
(最深部)

0.46

※赤字：応力度照査の最大値
最深部 断面力図(曲げモーメント)

応力度照査 最大位置

覆工板(セグメント) 応力度照査の照査結果

荷重分布イメージ図

※断面力図のスケールは
発進部と最深部で異なる

内水圧
外水圧

土圧

自重による
反力

自重による
反力

【常時・満水時(短期内水位:T.P.+9.3m)・土被り2D】

放水トンネルの耐震性評価（3）

追加意見・コメントへのご回答



地震時+空水時
(地震時におけるクリティカルケー

ス)

地震時+満水時

検討荷重
イメージ

説明

・内水圧が作用しないため、土圧、外水圧
を打ち消さない上図の時がクリティカル
ケースとなる。

・内水圧は地震時慣性力を低減させる方向
に働くため、内水圧が作用する場合は、見
かけ上の水平力が大きくならず、クリ
ティカルケースとならない。

16

地震時における放水トンネルは、左図に示す通り空水時がクリティカルケースとなる。

満水時は、右図に示す通り地震時慣性力と内水圧が逆向きに作用し、水平力を低減させるため、クリ
ティカルケースとならない。

海
水
地
盤

海
水
地
盤

土圧
外水圧

(動水圧は考慮
しない)

地盤ばね
セグメント自重

自重による
反力

地震時慣性力 地震時慣性力

逆向き
(水平力を低減させる)

内水
圧

放水トンネルの耐震性評価（4）

追加意見・コメントへのご回答



17

発進部 断面力図(曲げモーメント)

検討部位

応力度照査
（作用/許容）

曲げ
モーメント

圧縮力

覆工板
(発進部)

0.15 0.27

覆工板
(最深部)

0.15 0.29

※赤字：応力度照査の最大値
最深部 断面力図(曲げモーメント)

応力度照査 最大位置

地震時における覆工板(セグメント) 応力度照査の照査結果

各検討部位の応力度照査結果
【常時+地震時・空水時・土被り2D】

※断面力図のスケールは
発進部と最深部で異なる

建設時の空水時（外水圧のみ）を想定

荷重分布イメージ図

外水圧

土圧

自重による
反力

自重による
反力

地震時慣性力

放水トンネルの耐震性評価（5）

追加意見・コメントへのご回答
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発進部の地震時における覆工板(セグメント) 応力度照査結果

各検討部位の応力度照査結果

最深部の地震時における覆工板(セグメント) 応力度照査結果

検討部位
荷重

ケース
対象材料 応力

作用応力度
（N/mm2）

許容応力度
（N/mm2）

作用応力度/
許容応力度

覆工板
(発進部)

常時 鉄筋 曲げモーメント
－

(全圧縮)
200 －

常時+地震時 鉄筋 曲げモーメント 46 300 0.15

常時 コンクリート 圧縮力 2.9 16 0.18

常時+地震時 コンクリート 圧縮力 6.4 24 0.27

検討部位
荷重

ケース
対象材料 応力

作用応力度
（N/mm2）

許容応力度
（N/mm2）

作用応力度/
許容応力度

覆工板
(最深部)

常時 鉄筋 曲げモーメント
－

(全圧縮)
200 －

常時+地震時 鉄筋 曲げモーメント 45 300 0.15

常時 コンクリート 圧縮力 3.4 16 0.21

常時+地震時 コンクリート 圧縮力 7.0 24 0.29

放水トンネルの耐震性評価（6）

追加意見・コメントへのご回答
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検討ケース

検討部位 荷重パターン トンネルの状態 土圧 外水位

覆工板
(発進部)

常時

空水時

2D

G.L.±0.00

内水圧作用時(長期※1))

内水圧作用時(短期※2))

空水時

0.175D内水圧作用時(長期)

内水圧作用時(短期)

常時+地震時 空水時※3)
2D

0.175D

覆工板
(最深部)

常時

空水時

2D

H.W.L(T.P.+0.757m)

L.W.L(T.P.-0.778m)内水圧作用時(長期)

内水圧作用時(短期)

空水時

0.175D

H.W.L(T.P.+0.757m)

L.W.L(T.P.-0.778m)内水圧作用時(長期)

内水圧作用時(短期)

常時+地震時 空水時※3) 2D H.W.L(T.P.+0.757m)
0.175D L.W.L(T.P.-0.778m)

※1)50年確率の有義
波高から求めた
内水位T.P.+6.40m

※2)50年確率の最大
波高から求めた
内水位T.P.+9.30m

※3)地震時に最も
厳しいケース

赤字:
覆工板(発進部)の
クリティカルケース

青字:
覆工板(最深部)の
クリティカルケース

放水トンネルの耐震性評価（7）

追加意見・コメントへのご回答



地震時
内水圧+動水圧を考慮した場合

検討荷重
イメージ

検討結果 動水圧は内水圧に比べて小さいため考慮する必要
性はないと判断

備考

・内水圧(水平下部)：約200-370kN/m2

・動水圧（トンネル内）：最大約5kN/m2

（動水圧＝内水重量×水平震度0.2）
N値50以上の岩盤内の間隙水圧はほとんど上昇し
ないため、外側からの動水圧は考慮しない（※）。

20

地震時における放水トンネル内の動水圧は、放水トンネル内が希釈水で満水になる場合で算出。

放水トンネルの内水圧と比較したところ、動水圧は小さいため、動水圧の検討は不要と判断した。

動水圧

海
水
地
盤

※仮にウェスターガード式で算定した場合でも、内水圧の方が大きく、
動水圧を考慮しない場合の方が地震時は安全側の評価となる。

地震時慣性力 土圧
外水圧

(動水圧は考慮
しない)

自重による
反力

地盤ばね
セグメント自重

内水圧

放水トンネルの耐震性評価（8）

追加意見・コメントへのご回答
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地震時には地中接合部や立坑取付部など覆工構造が急変する場合に検討が必要とされているため※1)、
放水トンネルと、下流水槽および放水口ケーソンの接続部を検討。

今回検討では、詳細に地震時の検討を行う※2)ために2次元FEM解析を用い、放水トンネル軸直角方向
および放水トンネル軸方向における接続部の相対変位Δを算出。

放水トンネルと、下流水槽および放水口ケーソンを繋ぐ接続ボルトは、変位差に抵抗するためのせ
ん断力Sおよび引張力Pが生じるため、この各々の力により接続ボルトが破壊しないことを確認。

※1)トンネル標準示方書,P.62
※2)審査会合第9回にて、

簡易な方法による地震時の変位の
検討結果を報告済み

接続ボルト検討イメージセグメントとスクリューボルト継手(接続部)

スクリューボルト継手
(接続部)

放水立坑（下流水槽）

放水トンネル

放水口

放水トンネル
放水口

発進部

検討位置

到達部

放水立坑
（下流水槽）

・S = ks×Δ

・τ= S/A < τa

※ks：接続ボルトのせん断ばね定数

τ ：接続ボルトのせん断応力度

A ：接続ボルトの断面積

せん断力S

相対変位量Δ 引張り力P
相対変位量Δ

・P = kv×Δ

・σ= P/A < σa

※kv：接続ボルトの引張ばね定数

σ ：接続ボルトの引張応力度

A ：接続ボルトの断面積

接続ボルト
(M16)

接続ボルト
(M16)

地震時接続部の検討位置

分解

Ks=45,000kN/m
Kv=60,000kN/m
(小口径セグメント用スクリューボルト(M16)の
開発,平成22年,土木学会第65回年次学術講演会)

接続ボルト(M16)

トンネル軸直角方向の検討 トンネル軸方向の検討

放水トンネルの耐震性評価（9）

追加意見・コメントへのご回答
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地震時の下流水槽、放水口ケーソンおよび放水トンネル接続部における、トンネル軸直角方向の変
位差Δは、2次元FEM解析により算出

・周辺地盤：平面ひずみ要素としてモデル化

・トンネル：梁要素、立坑：平面ひずみ要素としてモデル化

・水平震度：0.2を一様に作用

・解析領域：下方は基盤層位置、側方は5.0H確保

（H：トンネル～基盤層の深さ(=約50m））

検討箇所
解析モデル

(トンネル断面)
解析モデル

(下流水槽・放水口ケーソン)
最大相対変位量
Δ (=Δ1-Δ2)

発進部 0.5mm

到達部
0.5mm

埋戻し土

砂岩

泥岩
放水トンネル変形量

Δ1

埋戻し土

砂岩

泥岩
下流水槽変形量

Δ2

泥岩

砂岩

泥岩

砂岩

放水口ケーソン変形量
Δ2

放水トンネル変形量
Δ1

トンネル軸直角方向 モデル図および相対変位量

モデル図イメー
ジ

放水トンネルの耐震性評価（10）

追加意見・コメントへのご回答
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・周辺地盤：平面ひずみ要素としてモデル化

・立坑：平面ひずみ要素としてモデル化、

(トンネルは地盤と同変位としてモデル化しない）

・水平震度：0.2を一様に作用

・解析領域：下方は基盤層位置、側方は5.0H確保

（H：地表面～基盤層までの深さ(=約50m））

・供用時を想定：トンネル、立坑ともに内水がある状態で検討

検討箇所
解析モデル

(トンネル断面)
解析モデル

(下流水槽・放水口ケーソン)
最大相対変位量
Δ (=Δ1-Δ2)

発進部 0.1mm

到達部
0.6mm

埋戻し土

砂岩

泥岩

泥岩

砂岩

埋戻し土

砂岩

泥岩

泥岩

砂岩

放水トンネル変形量
Δ1

放水トンネル変形量
Δ1

放水口ケーソン変形量
Δ2

下流水槽変形量
Δ2

地震時の下流水槽、放水口ケーソンおよび放水トンネル接続部における、トンネル軸方向の変位差Δ
は、2次元FEM解析により算出

トンネル軸方向 モデル図および相対変位量

モデル図イメー
ジ

放水トンネルの耐震性評価（11）

追加意見・コメントへのご回答
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地震時における下流水槽と放水トンネルの接続部の詳細な検討位置は左下図の通り。

左下図の検討位置において、トンネル軸直角方向および軸方向における接続部の相対変位量を算出。

下流水槽

地震時に接続ボルトに
作用する力(せん断力)

地震動

トンネル軸直角
方向
相対変位量Δ

※接続ボルトは1リング
当たり24本。その各々に
せん断力が加わる

セグメント

下流水槽

トンネル軸方向

トンネル軸直角方向 検討断面イメージ

下流水槽と放水トンネル 接続部イメージ

発進部イメージ

坑口コン
クリート

下流水槽
側壁 裏込め

注入材

エントランス
パッキン

セグメント

検討位置

検討位置およびトンネル軸方向 検討断面イメージ

放水トンネルの耐震性評価（12）

追加意見・コメントへのご回答
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地震時に接続ボルトに
作用する力(せん断力)

地震動

トンネル軸直角
方向
相対変位量Δ

※接続ボルトは1リング
当たり24本。その各々に
せん断力が加わる

トンネル軸直角方向 検討断面イメージ

セグメント

放水口ケーソン
の側壁

放水口ケーソン

埋戻コンクリート
埋戻モルタル

埋戻コンクリート
埋戻モルタル

地震時における放水口ケーソンと放水トンネルの接続部の検討位置は左下図の通り。

左下図の検討位置において、トンネル軸直角方向および軸方向における接続部の相対変位量を算出。

止水リング

受口リングモルタル

裏込め
注入材

流動化処理土

検討位置

放水口
ケーソン

放水口ケーソンと放水トンネル 接続部イメー
ジ

検討位置およびトンネル軸方向 検討断面イメージ

トンネル軸方向

放水トンネルの耐震性評価（13）

追加意見・コメントへのご回答
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応力度照査の結果、耐力が確保されることを確認した。

作用応力を許容応力と比較し、作用応力/許容応力が最大となる部位および荷重ケースの照査結果を下
表に示す。
地震時荷重(接続部の変位に伴うせん断力)に対して、許容応力度以内であること（作用応力/許容応力
＜1）を確認した。

放水立坑（下流水槽）

放水トンネル

放水口

放水立坑
（下流水槽）

放水トンネル

放水口

発進部

検討位置

到達部

地震時における接続ボルト応力度照査の結果

検討箇所
荷重

ケース
対象材料

相対変位量
Δ(mm)

せん断力
S(kN/本)

発生せん断応力度
τ（N/mm2）

許容せん断応力度
τa（N/mm2）

発生応力度/
許容応力度

発進部 地震時 接続ボルト 0.5 22.5 143 405 0.35

到達部 地震時 接続ボルト 0.5 22.5 143 405 0.35

放水トンネルの耐震性評価（14）

追加意見・コメントへのご回答
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検討箇所
荷重

ケース
対象材料

相対変位量
Δ(mm)

引張力
P(kN/本)

発生引張応力度
σ（N/mm2）

許容引張応力度
σa（N/mm2）

発生応力度/
許容応力度

発進部 地震時 接続ボルト 0.1 6.0 38 570 0.07

到達部 地震時 接続ボルト 0.6 36.0 229 570 0.40

接続ボルトの発生応力度を許容応力度と比較し、作用応力度/許容応力度が最大となる照査結果を下
表に示す。
地震時荷重(接続部の変位に伴う引張力)に対して、許容応力度以内であること（作用応力/許容応力
＜1）を確認した。

応力度照査の結果、耐力が確保されることを確認した。

放水立坑（下流水槽）

放水トンネル

放水口

放水立坑
（下流水槽）

放水トンネル

放水口

発進部

検討位置

到達部

地震時における接続ボルト応力度照査の結果

放水トンネルの耐震性評価（15）

追加意見・コメントへのご回答



追加意見・コメントへのご回答

<No.11>

• Ｃ－１４のタンク毎のばらつきの原因について説明すること。

（第５回技術検討会）

28

<No.11 回答>

C-14は、構造物等の放射化生成物として滞留水に存在していたと推定

ALPS処理水等を貯蔵するタンクにおけるC-14の濃度分布は下図の通り

濃度分布の詳細は不明だが、汲み上げた建屋滞留水を逆浸透膜装置（RO装置）で淡水化す
る過程において、濃縮廃液を再度RO装置で処理しており、C-14が濃縮された可能性は考
えられる



追加意見・コメントへのご回答

<No.12>

• ６４核種の分析期間（２ヶ月）の短縮化の検討状況について説明すること。

（第５回技術検討会）

29

<No.12 回答>

現状，2ヶ月程度を要しており，その内訳は下表にあるように社外手続きに約1ヵ月を要し
ているため，その手続きにおいて待ち時間の精査を実施し短縮を目指す。



追加意見・コメントへのご回答

<No.13>

• 放水立坑の上流側に関して、作用応力が許容値を超えている。耐力確保の評価結果を説明
すること。

（第５回技術検討会）

30

<No.13 回答>

コンクリートに作用するせん断力が許容応力を超過するが、超過分に対してはせん断補強筋を
配筋することで、せん断耐力を確保する。次頁以降に示す。
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せん断補強筋の照査結果
コンクリートに作用するせん断力が許容応力を超過するが、超過分に対してはせん断補強筋を
配筋することで、せん断耐力を確保する。
評価方法としては、せん断補強筋が負担するせん断力を鉄筋の必要断面積に換算し、配置する
せん断補強筋の総断面積が鉄筋の必要断面積を確保していることを確認する。
下表の通り、総断面積が必要断面積を上回ることを確認した。

検討部位
総断面積
（cm2）

必要断面積
（cm2）

必要断面積/総断面積

底版 661.9 446.8 0.68

側壁 1290.2 738.8 0.57

せん断補強筋の評価結果

検討部位
作用応力

（N/mm2）
許容応力

（N/mm2）
作用応力/
許容応力

底版 0.52 0.45 1.16

側壁 0.72 0.45 1.60

応力度照査（せん断力）の結果

放水立坑（下流水槽）の応力度照査（せん断力）の結果
放水立坑（下流水槽）の応力度照査では、コンクリートに作用するせん断応力が許容応力を超
過する結果となった。



追加意見・コメントへのご回答

<No.14>

• 地震が発生した場合の立坑でのスロッシング評価について説明すること。

（第５回技術検討会）

32

<No.14 回答>

上流水槽と下流水槽の接続部は堰で連通しており、スロッシングで水面が動揺しても上流
側から下流側に自然流下することから、スロッシングによる評価は必要ないこと。また仮
に上流水槽にスロッシングが発生した場合でも上流水槽には蓋があることから、立坑での
スロッシング評価は必要ないと判断した。

※ポンプの異常停止（地震・津波時等）に伴い、水槽およびトンネル内においてサージン
グ(逆流)の発生が懸念されるため、異常時の水位変動を計算した。計算結果は次頁以降に
示す。



追加意見・コメントへのご回答 33

ポンプの異常停止（地震・津波時等）に伴い、水槽およびトンネル内においてサージング(逆
流)の発生が懸念されるため、異常時の水位変動を計算した。
サージング解析では、非定常一次元管路流れモデルにより水位および流速の変動を算出して
いる。また、エネルギー損失が小さくなる（下流水槽水位が上昇する）条件として、貝代は
考慮していない。
設計波高相当（50年確率有義波高：7.0m）の波浪および高潮(HHWL(既往最高潮位)：
T.P.+1.15m）の条件を解析に反映し計算した結果、上流水槽の最大水位はT.P.+2.50m、下
流水槽の最大水位はT.P.+2.40mとなった。
上流水槽および下流水槽の天端はT.P.+4.50ｍであることから、溢水しないことを確認した。

項目 数値

潮位 T.P.+0.76m（HWL）

流量 6m3/s（ポンプ3台運転）

ポンプ停止時間 30秒

解析条件・結果

ポンプ停止によるサージング(逆流)
（水位上昇）

放水口ケーソン

放水口

順流

放水トンネル

上流
水槽

下流
水槽

放水口
ケーソン

外洋

越流

海底面

放流設備の概略図



追加意見・コメントへのご回答

<No.16>

• ソフト面の安全対策（協力企業を含めた処理水放出設備運営に係る体制（分析・設備の運
転を含む）並びに処理水放出設備運営に携わる作業員の技術研修・教育、ヒューマンエラ
ー対策、PDCA、緊急事態対策など保安上の品質マネジメントについて概要）を説明するこ
と。

（第５，６回技術検討会）

34

<No.16 回答>

次頁以降に示す。
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<No.16 回答>運転管理

【運転体制について】

ALPS処理水希釈放出設備の運転は、現在の汚染水処理設備等の運転管理を行っている水処
理当直で実施。

協力企業による設備操作は現時点で考えていない。

現在、水処理当直は8名/班×5班体制であるが、ALPS処理水放出設備運転に当たっては増
員が必要であり、各班の増員を検討しているところであるが、今後、人数の精査を行って
いく予定。

【教育について】

設備の設置段階から水処理当直等の運転部門より運転員数人を設備設置部門であるプログ
ラム部門へ異動させ、処理水放出設備運転の技術を習得するとともに、その運転員が中心
となって操作手順書類の作成や研修資料等の整備を計画。

運用開始に当たっては、運用開始前に設備設置部門から運転部門への設備研修を実施。ま
た運用開始前に、前述のプログラム部門に異動した運転員が指導員として、運転部門へ異
動し、運転部門への教育を行うことを検討。

運転部門は、体系的な教育訓練アプローチを導入しており、各設備に対する技術教育やヒ
ューマンエラー対策、緊急事態対策等の教育を毎年実施。

また運転操作の気づき事項を集約するナレッジデータベースがあり、適宜、蓄積するとと
もに、操作手順書への改訂・反映を実施。
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<No.16 回答> 分析部門の対策：要員数の内訳

分析に携わる要員数は下表のとおり。緊急的な分析にも対応できるよう，休日・夜間の体制も
準備している。

監理員は，夜間緊急時の対応メンバーとして福島第一原子力発電所近傍の寮在住者が対応する
体制を準備する。新規配属者に対しても，独力で対応できるよう計画的に評価対応の力量向上
に取り組む。

分析試料数の増加の可能性があることから分析員数は引き続き確保・育成を行っていく。



追加意見・コメントへのご回答 37

<No.16 回答> 分析部門の対策：作業員の技術研修･教育

①C-14のような高い分析技能を必要とする難測定核種を確実に分析できるように，技能の高
い分析員を増員･確保し，定常分析機能を維持しつつ，全体の力量向上と維持を図る。

②所内分析室間分析技能試験をはじめ，第三者の視点で客観的に技能確認ができるよう，国内
外の分析機関との分析技能試験に継続的に取り組む。具体的にはProficiency Test Exercise
（主催：IAEA）の活用や，放射能測定分析技術研究会，公益財団法人日本分析センター，
株式会社化研とクロスチェック等を実施する。

③作業にあたる分析員の力量を見える化し，試料増加が顕著なトリチウムの力量保持率を
100%化する。分析作業の効率化を目指し，難測定核種らの力量取得率の向上を計画する。
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<No.16 回答> 分析部門の対策：作業員の技術研修･教育
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<No.16 回答> 分析部門の対策：作業員の技術研修･教育

力量取得を目指す研修受講者は，力量保有者によるOJTを効率的に受けることによって，難測
定核種の分析力量を同時に複数取得することが可能。ALPS処理水の排水開始に向けて力量保
有者を増員する。なお，OJTは，化学分析棟で分析項目毎に力量保有者の実作業と並行して実
施する。
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<No.16 回答> 分析部門の対策：作業員の技術研修･教育

化学分析棟分析員を対象として，既知濃度試料を用いた測定により，力量の確認を実施する（
ISO/IEC-17025認証対象核種に対して年1回）。判定基準を満たしていない場合には，ISOに
記載されている手法に従って，外的要因も含めて結果の検証を行い，技術管理者の立ち合いの
もと，再度，力量確認を実施する。その力量確認の結果，力量が判定基準に満たない場合には
教育・訓練を再度行う。
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<No.16 回答> 分析部門の対策：体制

ALPS処理水プログラム部は，海域モニタリングならびにALPS処理水の分析が遅滞なく実施で
きるよう，国内外の動向と技術調査を実施のうえ分析にかかる計画策定を実施する。

防災･放射線センターは，計画に見合うリソースを準備し，分析作業等を実施する。

これら体制構築にあたっては，実施計画Ⅲ章第1編第3条に規定する品質マネジメントシステ
ム計画に基づき行い，分析機能が十分に確保できるよう要求事項などを詳細に定めていく。
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<No.16 回答> 分析部門の対策：体制
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<No.16 回答> 分析部門の対策：不適合への対策

①分析手順書の使用状況や仕様書の履行状況の確認を現場分析室で定期的に実施（1F構内で
実施する分析作業全てを対象に展開）

②業務品質および作業安全を確保するため，分析員が交代しても同じ手順で作業が出来るよう
に現場作業の手順を策定

③分析手順書の確認方法を標準化

④品質保証活動および安全管理が劣化しないよう，以下の取組みを実施し，必要に応じて次年
度への改善に向けた記録を作成

・業務着手前に委託先に対して，安全事前評価におけるリスク抽出の指導を実施

当社より，過去の不適合事例を説明し，ルール遵守の徹底を意識付けし指導

・毎月，分析業務委託先に対して，分析業務における課題や過去の不適合の再発防止対策の
実施状況について協議を行い，パフォーマンスの維持に努める

・毎月，分析業務委託先とともに，分析作業の現場パトロールによる不安全状態の抽出を行
い，現場の安全確保・作業品質の維持に努める

・分析業務委託先が制定した分析手順書の履行状況を確認し，作業上の改善点の抽出・是正
を指導



追加意見・コメントへのご回答

<No.17>

• 測定対象核種の選定プロセスや結果について説明すること。

（第５，６回技術検討会）
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<No.17 回答>

現在、１～３号機の燃料及び構造材を考慮しての核種分析並びにインベントリ評価を実施中
（インベントリ評価は本年7月頃、核種分析は本年9月頃結果が出る予定）

今後、両者の結果及び線量評価への影響を踏まえて、放出時の測定対象核種を選定

核種分析
廃止措置や埋設施設に関する研究において評価対象としている核種が、 建屋滞留水等に有
意に存在するか否か、実際に分析して確認する。また、過去の核種分析結果についても確
認する。

インベントリ評価
ALPS除去対象核種検討時と同様に核分裂生成物のインベントリ評価を実施すると共に、廃
止措置や埋設施設に関する研究を参考に、原子炉圧力容器内の構造物等の放射化により生
成するインベントリ量を評価する。なお、評価に当たっては、震災後から放出までに12年
経過したことを考慮して、減衰によるインベントリ量の減少を考慮する。
上記評価結果から、水への移行しやすさ等を考慮した上で、建屋滞留水中に含まれる可能
性のある核種の存在を確認する。



追加意見・コメントへのご回答

<No.18>

• タンク水中のＯＢＴを評価できるのか。

（第６回技術検討会）
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<No.18 回答>

処理水の有機物は，処理系のプロセスにて除去されるため，評価することができない。



追加意見・コメントへのご回答

<No.19>

• 教育訓練の実施状況、ナレッジ（知見）の伝承の実態について説明すること。処理水希釈
放出設備の運用においてはどのようにそれらを実施していこうと考えているのか説明する
こと。

（第６回技術検討会）
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<No.19 回答>

No.16に同じ



追加意見・コメントへのご回答

<No.20>

• 放水トンネルについて具体的な保守・管理は今後検討するとしている。堆砂対策、付着生
物対策については数値シミュレーションや水理模型実験等で検討を進めているとしている
。検討が進捗したら、放水設備の点検・保守管理計画や堆砂対策、付着生物対策について
説明すること。

（第９回廃炉安全監視協議会）
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<No.20 回答>

検討を開始している状況であり、検討が進捗次第説明する予定。



追加意見・コメントへのご回答

<No.21>

• 「放水立坑（上流水槽）の配置も工夫し、海水移送ラインに直接的に津波が襲来しない工
夫しているとある」と説明があったが、配置の工夫について図を使って説明すること。

（第９回廃炉安全監視協議会）
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<No.21 回答>

次頁以降に示す。
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5号機取水路

下流水槽
（発進立坑）

海水移送配管
新設海水移送ポンプ

ALPS処理水移送配管

N

スクリーン設備

緊急遮断弁

堰

南北道路

上流水槽

海水移送配管
（希釈後）

＜頂版で蓋構造＞

＜屋根設置＞

オリフィス流量計

自然災害対策の観点において、海水移送配管（オリフィス流量測定範囲）の前面に水槽を配置す
ることで、高潮や発生頻度が高い津波来襲時（2m程度（10年に1回程度））の被災リスクを低
下できる。（浸水はするが、直接の波力を緩和できる）

追加意見・コメントへのご回答



追加意見・コメントへのご回答

<No.22>

• 希釈率から評価した放出水中のトリチウム濃度のリアルタイムでの公表について検討状況
を説明すること。

（第９回廃炉安全監視協議会）
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<No.22 回答>

サイバーセキュリティ対策を踏まえながら、リアルタイムでの公表について検討していく



追加意見・コメントへのご回答

<No.23>

• 測定・確認用設備に移送する段階でフィルタを設けることにしているが、フィルタ仕様に
ついて検討状況を説明すること。

（第９回廃炉安全監視協議会）
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<No.23 回答>

ALPS処理水を貯留しているタンク群から測定・確認用タンク（K4タンク群）に移送する配管にフィル
タユニットを設置する計画

フィルタユニットは「粗取フィルタ」と「微細フィルタ」を直列配置した構成

フィルタエレメントの交換により、捕集するSSの状況に応じてろ過精度を変更できる設計


